
 

 

 

 

 

地方からの提案個票 
＜各府省第２次回答まで＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

通 番 ヒアリング事項 個票のページ

22 
マイナンバー法が定めるマイナンバー利用事務について、情報連携の範囲を

拡大するよう見直し 
１～22 

23 
マイナンバー利用事務の委託を受けた者について、情報連携の利用が可能と

なるよう見直し 
23～44 

29 
マイナンバー法上の通知カードの券面事項の住所変更に係る追記事務の廃

止 
45～56 

27 地方公共団体が行う農業共済事業の義務付けの緩和 57～61 
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平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省 第２次回答 

 

管理番号 8 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 農業・農地 

 

提案事項（事項名） 

農業災害補償法の規定により市町村が行う共済事業の義務付けの緩和 

 

提案団体 

伊丹市 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

農業災害補償法第 85 条の７で準用する同法第 85 条第１項の規定により、市町村が共済事業を行う場合に「必

須事業」となっている「家畜共済」について、「任意事業」として整理していただきたい。 

 

具体的な支障事例 

【提案の背景】 

 社会情勢の変化に伴い、当該法律の制定当時と比べて畜産農家の数が激減しており、地域によっては家畜共

済の加入者がいない現状である。 

 本市においては、家畜共済の対象畜産農家は１戸のみであるが、家畜共済への加入の意思は無く、本市の土

地利用の状況から、今後新たな畜産業が展開される可能性も低い。 

 また、昭和 48 年度に伊丹市農業共済組合の運営が困難となり、本市に農業共済事業が移譲されて以降、現

在に至るまで、本市で家畜共済の引き受けを行った事例は無く（「兵庫県農業共済統計年報」より）、市としては

家畜共済が必要ではない状態である。 

【具体的支障事例】 

 共済の需要がないのも関わらず、「家畜共済」が必須事業として法律上位置づけられているため、伊丹市農業

共済条例に「家畜共済」事業に関する規定を設けなければならず、農業共済関係法令の改正がある毎に同条

例の改正を行わなければならないため、従事する職員の事務的負担が生じている。 

 また、本市では農業共済組合等の合理化（１県１組合化）により、この問題の解消を図りたいと考えているが、

兵庫県においては農業共済組合等の合併の具体的な目途が立っておらず、それも困難な状況である。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

(1)  自治体が、地域の実態に応じた共済制度の設置を選択できるようになることで、地域に真に必要な事業の

適正な運営の確保に注力できるようになる。 

(2)  職員の事務負担軽減を図ることが出来る。 

 

根拠法令等 

農業災害補償法第 85 条の７ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

－ 

 

重点事項通番：27 

（８月８日 第 43 回専門部会にて審議） 
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－ 

 

各府省からの第１次回答 

 農業災害補償制度については、収入保険制度の検討に併せて見直しを行い、必要な法制上の措置を講じるこ

ととしているところ、共済事業を行う市町村においてご指摘のような問題があることも確かであるので、本件につ

いては、農業災害補償制度の全体の見直しの中で、問題を解消できるよう検討を進めて参りたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

 今回の提案により、本件が共済事業を行う市町村における問題点の一つであると認識していただいたことは

一定の成果であると考える。 

 今後は、農業災害補償制度の全体的な見直し及び法制上の措置により、支障事例の早期解消に向けた対応

をご検討いただきたい。 

 併せて、可能であれば今後の見直しに向けた具体的なスケジュール案等もお示しいただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

農作物共済と同様の取扱を可能とすること等、提案団体の意向を踏まえた対応の検討を求める。 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

 家畜共済の任意事業化、都道府県農業共済保険審査会の必置規制の見直しについては、農業収入保険制

度の検討と併せて検討を行い、平成 29 年通常国会への法案提出に向けて、今秋には検討の方向性を示した

い旨ご説明があったが、年末の閣議決定において、問題解決に向けた明確な方向性を示すよう、具体的な検討

状況と今後のスケジュールをお示しいただきたい。 

 

各府省からの第２次回答 

農業災害補償制度については、本年秋を目途に、共済事業の実施方法や運営組織のあり方等の検討を進めて

いるところである。こうした中で、本件についても、問題を解消できるよう、引き続き検討を進めて参りたい。 
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平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省 第２次回答 

 

管理番号 74 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 農業・農地 

 

提案事項（事項名） 

農業共済保険審査会の必置義務の見直し 

 

提案団体 

石川県 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

農業災害補償法（以下「法」という。）第 143 条の２の規定により存置されている都道府県農業共済保険審査会

（以下「審査会」という。）について、審査事案が発生した場合など、都道府県の判断により必要に応じて設置で

きるよう必置義務を見直してほしい。 

 

具体的な支障事例 

【提案の背景】 

 本県においては、昨年県内４つの農業共済組合が合併・１組合化したことで、農業共済組合連合会が解散とな

った。 

そのため、法第 131 条で規定する「農業共済組合連合会の組合員が保険に関する事項について、当該農業共

済組合連合会に対し訴を提起する」ことはなくなった。 

また、法第 142 条の２で規定する知事の諮問に応じた調査審議についても、本県においては、通常責任保険歩

合（共済金額に係る各組合と連合会の負担割合）について審査会に諮問していたこともあったが、組合の合併・

規模拡大に伴い、歩合は各組合・連合会の同意を得て同率・据置きで更新する程度となっており、昭和５２年以

降長期にわたり諮問していない状況である。 

なお、連合会解散後は通常責任保険歩合を定める必要はない。 

【具体的支障事例】 

 都道府県農業共済保険審査会規程第５条の規定により、審査会の委員の任期が３年と定められているため、

任期満了に伴う委嘱替えの際、審査会の開催が殆ど見込まれないにも拘わらず委員に就任依頼の説明などを

行う必要があるほか、委員からは開催の目処がない審議会の委員に就任する必要性を問われるなど、苦慮して

いる状況である。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

審査会に係る事務の負担軽減により本来業務の効率化が図れる。 

 

根拠法令等 

農業災害補償法第 131 条、143 条の２ 

都道府県農業共済保険審査会規程 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

群馬県、埼玉県、福井県、静岡県、京都府、香川県 

重点事項通番：27 

（８月８日 第 43 回専門部会にて審議） 
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○ 本県では昭和 61 年２月以降、開催実績はなく、平成 16 年９月に審査会の在り方を見直し、非常設の審査

会とし、審査案件が発生したときに委員を委嘱することとしている。平成 16 年９月以降、開催実績がなく、委員

の委嘱もしていないが、事務軽減のため必置義務の見直しは必要と考える。 

○ 本県においては、平成 22 年４月から農業共済組合が１組合化しており、法第 131 条の規定による審査を行

うことがなくなった。また、昭和 61 年以降、農業共済保険審査会の開催実績はない状況である。長年開催実績

がなく、今後の開催も殆ど見込まれないことから、必置義務の見直しが必要と考える。 

○ 本府も平成 25 年度に４つの農業共済組合と連合会が合併し、1 特定組合化したことから、法第 131 条で規

定する「農業共済組合連合会の組合員が保険に関する事項について、当該農業共済組合連合会に対し訴を提

起する」ことはなくなった。また、法第 142 条の２で規定する知事の諮問に応じた調査審議についても、共済掛金

率の算定等、国から示されている作成要領に基づき、前例に従って機械的に算定する場合は、審査会への諮

問・答申手続きを経ないこととしたため、平成 13 年度以降開催実績はない。現在、同審査会は「休止」扱いと、

委員への委嘱は行わず、諮問事項が生じた場合に、その都度委員の委嘱（任命）を行って開催することとしてい

る。 

○ 本県では、来年度１組合化することが予定されていることから、農業共済組合連合会が解散となる。そのた

め、石川県と同様に、法第 131 条で規定する「農業共済組合連合会の組合員が保険に関する事項について、当

該農業共済組合連合会に対し訴を提起する」ことはなくなると考えられる。また、法第 143 条の２で規定する知

事の諮問に応じた調査審議についても、開催は殆ど見込まれない状況である。（昭和６１年以降開催の実績は

ない。）以上より、当該審査会の必置義務の見直しが必要と考える。 

○ 本県は、平成 15 年に１組合化して連合会を解散したため訴が起こることは事実上なくなったほか、知事の

諮問に応じた調査審議も過去に行ったことがなく、審査会を常設する必要性は非常に低い。必置義務の見直し

により、行政運営の簡素化が図られる。 

○ 本県においても農業共済組合は県内単一の組合となっており、法第 131 条の規定の適用はない状況であ

る。また、法第 142 条の２で規定する知事の諮問に応じた調査審議についても、昭和 56 年度以降、長期にわた

り開催していない状況である。都道府県農業共済保険審査会規程第５条の規定により、審査会の委員の任期

が３年と定められているため、任期満了に伴う委嘱替えの際、審査会の開催が殆ど見込まれないにも拘わらず

委員に就任していただく必要がある。 

 

各府省からの第１次回答 

 農業災害補償制度については、収入保険制度の検討に併せて見直しを行い、必要な法制上の措置を講じるこ

ととしているところ、都道府県農業共済保険審査会についてはご指摘のような問題があることも確かであるの

で、本件については、農業災害補償制度の全体の見直しの中で、問題を解消できるよう検討を進めて参りたい。

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

 都道府県農業共済保険審査会については、収入保険制度の検討に併せて見直しを行うとのことだが、今後の

具体的な検討スケジュールをお示しいただいた上で、本県の提案要望についても、そのスケジュールに沿った

法制上の措置を講じていただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

農業共済保険審査会の設置義務については、地方分権改革推進委員会第２次勧告の趣旨を踏まえ、制度を見

直すべきである。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

 家畜共済の任意事業化、都道府県農業共済保険審査会の必置規制の見直しについては、農業収入保険制

度の検討と併せて検討を行い、平成 29 年通常国会への法案提出に向けて、今秋には検討の方向性を示した

い旨ご説明があったが、年末の閣議決定において、問題解決に向けた明確な方向性を示すよう、具体的な検討
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状況と今後のスケジュールをお示しいただきたい。 

 

各府省からの第２次回答 

農業災害補償制度については、本年秋を目途に、共済事業の実施方法や運営組織のあり方等の検討を進めて

いるところである。こうした中で、本件についても、問題を解消できるよう、引き続き検討を進めて参りたい。 
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